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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹

秋も深まりゆく今日この頃、日本シリーズに思いを馳せる
紅葉も彩り鮮やかな今日この頃なのだが、札幌市内では雪虫が舞い始めたようで、初雪も近くなっているのかもしれない。もうすぐ冬支度を始めなければならなくなってきたようだ。

さて、注目してきたセパ両リーグのクライマックスシリーズも終わり、ペナントレースの勝者であった広島カープと北海道日本ハムファイタースが、順調に日本シリーズへの挑戦権を獲得した。とはいえ、セパ共に激しい戦いが展開され、結果は別にして好試合が多かったと思う。特に、パシフィックのソフトバンクホークスと日本ハムファイタースの最終戦は、最後の9回に大谷翔平投手が抑え役として投球し、何と時速165kmという日本人投手としては最速となる速球を投げ込み、打者3人を圧倒した。直球だけでなく、フォークボールでも150kmを超す速さには、驚いてしまう。22日からの日本シリーズでは、投手大谷対広島カープ打線、広島投手陣対打者大谷選手との投げ合いも注目されよう。ここ当分大谷翔平選手の二刀流の活躍が、全国の野球ファンの注目の的になってきたようだ。
新潟知事選挙、原発政策に慎重な米山隆一氏の当選、安倍政権に打撃、それにしても民進党・連合はどう総括するのだろうか
政治に目を移すと、新潟県知事選挙の結果が注目される。当初は自民・公明両党が推薦する森民夫候補の優勢が伝えられていたのだが、最終的には共産・社民・自由推薦の米山隆一氏が当選した。投票率は、53,05%と前回の43,95%を大きく上回り、関心の高さがうかがわれる。というのも、前知事の泉田裕彦氏は東京電力柏崎刈羽原子力発電所の再稼働に対して厳しい態度を取り続けてきた。泉田知事自身は、原発推進の牙城とも言うべき経済産業省出身であったにもかかわらず、最後まで再稼働に慎重に対応してきており、その路線を引き継ぐ形で米山氏が立候補し当選となったのだ。
もっとも、泉田知事はもともと自民党の推薦を受けてきた経緯があり、今回の知事選挙最終盤でも首相官邸に呼ばれ、安倍総理から森候補のへの協力を要請されていた。もちろん、泉田前知事は拒否されたのだが…。何と、米山氏は民進党の衆議院候補であったのだが、民進党を離党して出馬している。先の鹿児島知事選挙においても原発に対して厳しい態度を取る候補者が当選しており、国民の原発に対する反発は根強いものがあり、安倍政権の進める原発推進政策に対する大きな打撃になった事は間違いない。民意とかけ離れた政治を進めて行く事への、厳しい審判が下されたとも言えよう。
問題は、民進党の対応である。民進党は当初はどちらの候補も推薦せず、民進党の最大の支持勢力である連合新潟は、米山候補ではなく自民・公明両党が推薦する森候補を推薦していたのだ。最終盤になって、蓮舫代表が米山候補の応援演説に入るなど転換を図ったようだが、なんともすっきりしない展開となってしまった。本来であれば、蓮舫代表になって最初の注目される選挙で勝利する事が出来たわけで、蓮舫民進党の成果となっていただけに残念ではある。報道によれば、野田幹事長は最後まで蓮舫代表が新潟知事選挙に応援に入ることを否定したようだが、まことに情けない。国民の意識とのギャップに大きな疑問が出てきており、政権政党への道のりはなかなか厳しそうである。
電通社員の過労死自殺、「労災認定」へ。25年前にも同じ過労死事件、最高裁で会社側敗訴、防止策を約束したはずなのに

日本的雇用慣行の構造的な欠陥の露呈!、早急な改革を
前号で指摘した日本的な雇用システムである「メンバーシップ型」雇用の弊害である不定量の労働提供問題が、深刻な問題になっていることが新聞紙上に大きく報道されている。日本最大の広告会社である株式会社「電通」の女子社員が、月100時間を上回る残業時間を強いられ自ら命を絶つという痛ましい出来事に対して「過労自殺であったとして労災認定」されたのだ。新聞などの報道によれば、昨年10月に本採用になり、勤めていた部署の人数が14人から6人へと削減されたうえ担当する企業が増え、通常の勤務と連続して翌日に至るような長時間労働もあったという。明らかに「過労自殺」と言ってよいだろう。電通社員の過労死は、1991年にも入社後2年目の男性社員で起きており、2000年3月の最高裁判決で電通側に対して「会社は過労で社員が心身の健康を損なわないようにする責任がある」と認定。電通は遺族と和解し、責任を認めて再発防止を誓った過去がある。結果は、防止どころか「蔓延」していたことを示しているわけで、企業側の責任は重大である。電通という日本を代表する大企業でのこうした出来事は、まさに氷山の一角であり、日本の企業社会の中にこのような常軌を逸するような長時間労働を許容する構造的な問題があることを如実に示したと言えよう。
安倍総理の「働き方改革実現会議」発足、電通を名指しで批判

労働行政の不十分性にも大きな課題があるのでは
時あたかも、安倍総理が議長を務める「働き方改革実現会議」が13日に開催され、総理自身の口から電通という会社名を上げ、過労自殺の防止に言及せざるを得なくなっている。おそらく、残業時間への規制強化が検討されるのだろうが、日本の企業社会における労働時間以外の配転や単身赴任といった労働者の基本的な権利全体に対する改革を進めて行けるかどうか、しっかりと注視していく必要がある。

と同時に、今回の判決を受け、14日には電通本社に対する東京労働局による「抜き打ち調査」が実施されたと報道されている。東京と大阪には「過重労働撲滅特別対策班」が設置され、過重労働が疑われる企業を集中的に調査しているようだが、何故二つの地域だけにしか置かないのだろうか。かねてより、労働行政の中で総定員法の枠が厳しく、労働者の保護にあたるべき労働基準監督官などが削減され続け、最近ではハローワークの職員の大半が非正規労働者になっているという笑えない現実が存在している。安倍政権が、本当に働く者の生活と権利を擁護するのであれば、こうした現場への人的・予算的措置を拡充していく事こそ必要になっているのだ。
連合総研『雇用・賃金の中長期的なあり方に関する調査家下級報告書』に注目、労組側も改革の論議を
他方、労働組合の側にとっても「日本的労働慣行」の改革に積極的に乗り出すべき時であろう。そうした時、労働組合のシンクタンクである「連合総研」のホームページに『雇用・賃金の中長期的なあり方に関する調査研究報告書』がアッブされている。その中の「おわりに」の項で次のような労働社会に対するイメージが提起されている。これから、日本的な労働のあり方の方向に向けた問題提起として、労働界においても大いに議論を起し続けて欲しいものだ。
　　「おわりに~参加型社会への移行に向けた労使の取り組み
　「親一人・子一人」世帯の親を「一人前労働者」とみなし、再生産可能な「あるべき賃金」を再生産可能な労働時間(働き方)で稼得できる社会は参加型社会と位置づけられる。‥(中略)・・

　　すでにみたように、長期雇用慣行や年功型賃金などを特徴とした「男性稼ぎ手モデル」は前世紀的な旧システムとして今日的にはほとんど機能していない。一方ですでにみたような日本的福祉制度への依存体質は旧態依然として残存している。この変化を社会システムの転換としてとらえるならば、労働者とその家族を包摂する市民社会と企業が主体である市場との間で、規制主体としての国の介入を前提に結ばれた日本的社会契約、すなわち長期安定雇用や年功賃金を柱とした日本的雇用慣行及び企業の法定外福利と専業主婦の無償家事労働を国の貧弱な社会保障制度が補完するという独特の福祉国家の基盤が揺らぎ、企業は従来の雇用慣行を硬直的なシステムとみなして破棄する一方、国は困難に直面する企業部門を支援する産業政策に特化して、もともと脆弱な福祉の切り捨てに転じた結果、新自由主義的市場の論理が市民社会を併呑するかのような事態に立ち至っているとみることができる。しかし転居転勤や長時間労働で労働者に過度の負担を強いるような無限定社員の働き方と低賃金不安定雇用の非正規労働者に過度に依存し、労働条件の劣化を競争資源にしようとする一種の社会的ダンピングが、真の競争力構築を妨げてきた結果、今日の経済的後退がもたらされたとも考えられよう。　従って、いま国(政府)の果たすべき役割、そしてそれぞれの労使が取り組むべき課題は、失われた何十年かの間に反故にされた社会契約の再構築に向けた真摯な努力と、その社会契約を基盤とした福祉国家の再構築でなければならない。‥‥」(前掲書16~17頁より)　
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